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すものについては、金利スワップの特例処理を採用しています。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
・ヘッジ手段…為替予約取引、通貨スワップ取引、金利スワップ取引、通貨金利スワップ

取引及び通貨オプション取引 
・ヘッジ対象…投資有価証券、長期借入金及び外貨建予定取引 
③ヘッジ方針 
主として資産・負債に係る為替変動、金利変動及び株価変動リスクを回避するために、デ

リバティブ取引を利用しています。なお、投機目的によるデリバティブ取引は行わない方

針です。 
④ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象のキャッシュ･フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計

とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しています。 
 
(７)消費税等の会計処理‥‥税抜方式 

 
 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

全面時価評価法を採用しています。 
 
 ６．連結調整勘定の償却に関する事項 

発生年度以降５年間で均等償却しています。 
 
 ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に

基づいて作成しています。 
 

 ８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払

預金及び取得日から３ヵ月以内に満期の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資からなっています。 
 

 

会計処理の方法の変更会計処理の方法の変更会計処理の方法の変更会計処理の方法の変更 
 

「固定資産の減損に係る会計基準」(｢固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書｣

(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び｢固定資産の減損に係る会計基準の適用指針｣(企業

会計基準適用指針第 6号 平成 15年 10 月 31 日)が平成 16年 3月 31 日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用できることとなったことに伴い、当連結会計年度から同会計基

準及び同適用指針を適用しています。この変更により、税金等調整前当期純利益が 376 百万円

減少しています。 




